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であ る。本稿の粗積 に対 して,環 境経済 ・政策学会2000年大会において,関 西学院大学天野明弘






























































発展途上国の環境政策 と先進国企業 の参入 ・退出(2)(241)69
る。実際,先 進国なみの比轄的厳 しい法的規制を敷いている国もあるが,行政
費用や法制度.の運用に要する費用が大きいなど執行体制上の問題を有するため
に,実 質的に規制がないのと同 じ状態になっているととも少な くない。また,















目に見える形で発生する図の7よ り右側で しか環境対策を取 り得ないのであ
る。





Dこ こでは静学 的に分析す るため,時 間の経過を生産量 の増大 で代理 させて いる。
70(242)第168巻 第3号
1企 業の退出
内部化 による企 業の外部費用 の負担 は退出の要因にな りうる。 ここで は,単
純化 のため に政策介 入によ って内部化 され る点 α と社 会的 に公害 が顕 在化 し
は じめて認識 され る生産水準7が 同 じ α=亘 と し,外 部費用が ない場合の長
　
期均衡点.(パレー ト最適な状態)か ら逆向きに考えよう。ケース1が外部不経
済が社会的認識 による政策介入点 α(=切 が長期均衡生産水準の左側にあ





会的費用 曲線によって操業 し,ケース1の αが長期均衡の左に存在する場合
には,外部不経済を内部化 しない場合の長期均衡点よりも早い段階(低 い生産





つま り,早 期(長 期均衡生産水準 の左側)で 内部化政策 を とるこ とは,企 業




















命題2;途.ヒ 国政 府は,先 進 国企 業 を逃が さないた め,内 部 化 ポ イン トα








































.発展途.L国の環境政策 と先進国企業の参入 ・退出(2> {245)73
Vモ デルの動学化
以上では,静学的に長期均衡より逆向きに考えてきたが,厳密には時間の概








であ り,これが途L国 政府が外部費用を考慮 しない場合である。一方,外 部費
用を考慮 した純経済厚生は,
『5∫{エ)皿1(〃)一M「c(u)一E(の}吻
であ る。ただ し,グ は短期均 衡生産量,D-1(〃),MC(の,E(〃)はそれぞれ
逆需 要関数,限 界費用関数,限 界外部費用 関数で ある。
一般 形の ままで は解析 で きないので,こ こで関数 形 を特定 し,シ ミュレ}





2)コ ンテス タプル市場 を形成す る平均費用関数につ いては,補 論 を参照。
3>外 部 費用 の定義 は,損 害費用 と削減費用の どち らで定義す るか によって厳密 には異なる。 ここ
で はNOrdh湘s[1991]の定式化 に従い,ε(v>=ay.,(β:一定,1.5≦α≦3)におい て α;3,β
=1を仮定 している。
74(246)第168巻 第3号
と お く%こ の と き,短 期 均 衡 生 産 量 ガ は(1),(2)よ り,
・・一 音(一・・+・'+一ま・暗 譜 一・・り
また,(2)の平均費用曲線の最安価 点 ◎=の の経路 は,
ρ=θ一蹴.(4)
であ るか ら,長 期均衡生産量 が は,(1),(4)よ り,〆 ≒1.19829である。














































































か,先 進国企業の戦略的行動がどうなるかという分析 を限定的に行 った。産業
の国際移転の媒体 として先進国企業が国際的に立地を選択する場合,発 展途上

















て分析する必要があろう。 これ らは今後の課題 としたい。
補 講
コンテス タブル市場 を形成す る平均費用関数 について
平均 費用 曲線 を放物線で近似 し,技 術が時間に関 して連続であ る と仮定す る。
短期均衡 か ら長期均衡へ変遷す る過程 におけ る放物線 の頂点(短 期 において最
小費用 を実現 す る点)の 経路 をP=J(〃).とす る と,∫'〈0,ノ">0である と思
われ,こ の頂点 の経路 を今,
ρ`彦　解
と仮定す る%
時 間'の 時 に,平 均 費用 曲線(こ こで は放物 線)の 頂 点の ヨ座標(最 小 費
用 を実現す る生産量).が'で ある と仮定す ると,頂 点の座標 は(',かり。
よって,平 均 費用 曲線 は
ρ=α(の①一の2+召一`
(α(り>0は放物線の開 き具 合を表 し,〆 く0)
ただ し,彦は時間で あるが,名 目的 な時間で現実の時間 とは密度 が異 なる㌔
5>Bass[1980]の実 証 研 究 に よ る と,費 用 は 概 ね 時 間 の経 過 と共 に右 下 が りと な って い る。
6)Ag卜 重DnandHOwitt[19921では.`は 時 間 で は な く.イノベ ー シ ョ ンの 回数 を 表 す 整 数 の イ/
78(250)第168巻 第3号
時間が経過す る と,技 術が進歩 し,費 用 が低 下す るので,'が 増 加す ると平
均 費用 は任意 の 〃において減少す ると考え られ るか ら,
塑 くo
dt一
で ある。 しか し,こ こで不等 号の場合 は,微 小 に時 間 渉が増加 した ときに費用
pが 不連続 に急減す ることを意味 し,仮 定 に反す る。 したが って,技 術が時 間
に関 して連続 な場合 は,上 の式の等号 のみ を考 えれば よい。
髪 一〆(r)(y一')2-2a(1)(・一')一・一'
=α 〆('}'2十2{α(の一 穿α∫α)}'十 野2σ'(の一29α(')一8一'








と な る 。
よ っ て,仮 定 を 満 た す 平 均 費 用 曲 線 の1つ は,例 え ばC=0の と き
ρ;6一'(〃一 の2十θ一「
で あ る 。




＼ ンデ ックス とな って い る。 本稿 で は'は 連 続 な 時 間 で あ るが,技 術 進 歩 の度 合 い を表 す 彼 ら の イ
ン デ ックス の 概 念 に 近 い 名 目 的 な もので あ り,現 実 の 時 間 とは 密 度が 異 な る 。
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